
第
三
号
議
案 

 
 

 

大
分
県
教
育
職
員
免
許
状
再
授
与
審
査
会
規
則
の
制
定
に
つ
い
て 

 

大
分
県
教
育
職
員
免
許
状
再
授
与
審
査
会
規
則
を
次
の
よ
う
に
定

め
る
。 

 
 

令
和
七
年
二
月
三
日
提
出 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

大
分
県
教
育
委
員
会
教
育
長 

 

山 

田 

雅 

文 

  
 

 

大
分
県
教
育
職
員
免
許
状
再
授
与
審
査
会
規
則 

 
 

（
趣
旨
） 

第

一

条 
こ

の

規

則

は

、
教

育

職

員

等

に

よ

る

児

童

生

徒

性

暴

力

等

の

防

止

等

に

関

す

る

法

律

施

行

規

則 

 

（
令
和
四
年
文
部
科
学
省
令
第
五
号
。
以
下
「
省
令
」
と
い
う
。
）
第
六
条
の
規
定
に
基
づ
き

、
大
分
県 

 

教
育
職
員
免
許
状
再
授
与
審
査
会
（
以
下
「
審
査
会
」
と
い
う
。
）
の
組
織
及
び
運
営
に
関
し
必
要
な
事 

 

項
を
定

め
る
も
の
と
す
る
。 

 

（
組
織
） 

第
二
条 

審
査
会

は
、
委
員
五
人
以
内
で
組
織

す
る
。 

 

（
委
員
） 

第
三
条 

省
令
第
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
児
童
生
徒
性
暴
力
等
に
関
す
る
学
識
経
験
を
有
す
る
者

は
、
次

に
掲
げ
る
者

と
す
る
。 

一 

医
療
、
心
理
、
福
祉
又
は
法
律
に
関
す
る
専
門
的
な
知
識
及
び
経
験
を
有
す
る
者 

二 

前
号
に
掲
げ
る
者
の
ほ
か

、
大
分
県
教
育
委
員
会
が
適
当
と
認
め
る
者 

２ 

委

員

は

、
職

務

上

知

り

得

た

秘

密

を

漏

ら

し

て

は

な

ら

な

い

。

そ

の
職

を

退

い

た

後

も

、
同

様

と

す 

る
。 

 

（
会
議
） 

第
四
条 

審
査
会
の
会
議

は
、
会
長
が
招
集

し
、
会
長
が
議
長

と
な
る
。 

２ 

審
査
会
の
会
議

は
、
公
開

し
な
い
。 

３ 

審
査
会
の
議
事
に
つ
い
て
特
別
の
利
害
関
係
等
を
有
す
る
委
員

は
、
当
該
議
事
に
加
わ
る
こ
と
が
で
き

な
い
。 

（
委
員
以
外
の
者
の

出
席
） 
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第
五
条 

審
査
会

は
、
必
要
が
あ
る
と
認

め
る
と
き
は
、
委
員
以
外
の
者
の
出
席
を
求

め
、
そ
の
意
見
を
聴

く
こ
と
が
で
き
る

。 

 

（
庶
務
） 

第
六
条 

審
査
会
の
庶
務

は
、
教
育
庁
教
育
人
事
課
に
お
い
て
処
理

す
る
。 

 

（
委
任
） 

第
七
条 

こ
の
規
則
に
定

め
る
も
の
の
ほ
か
、
審
査
会
の
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項

は
、
会
長
が
審
査
会
に

諮

っ
て
定

め
る
。 

附 

則 

 

こ
の
規
則

は
、
公
布
の
日

（
令
和
七
年
二
月
七

日
）
か
ら
施
行

す
る
。 

 
提
案
理
由 

教
育
職
員
等
に
よ
る
児
童
生
徒
性
暴
力
等
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律

（
令
和
三

年
法
律
第
五
十
七
号
） 

 

の
制
定
に
伴

い
、
大
分
県
教
育
職
員
免
許
状
再
授
与
審
査
会
の
組
織
及
び
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
を
定

め
る
必
要
が
あ
る
の
で
提
案

す
る
。 
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大分県教育職員免許状再授与審査会規則の制定について 

 

１ 「教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律」の施行について 

教育職員等による児童生徒性暴力等が、児童生徒等の権利を著しく侵害し、児童生徒等に対し生涯

にわたって回復し難い心理的外傷その他の心身に対する重大な影響を与えるものであることに鑑み、

児童生徒等の尊厳を保持するため、教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する施策を推進

し、もって児童生徒等の権利利益の擁護に資することを目的とし、令和４年４月に施行された。 

 

２ 教育職員免許状再授与審査会とは 

教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律（令和３年法律第５７号。以下「法」とい

う。）第２３条第１項の規定により、児童生徒等への性暴力等により教育職員免許状が失効した者又は

その取上げの処分を受けた者（以下「特定免許状失効者等」という。）に対する免許状の再授与の可否

について意見を述べるための教育委員会の附属機関 

 

３ 設置の経緯 

教育職員免許状が失効した者又はその取上げの処分を受けた者は、３年経過することで、本人の申

請により免許状の再授与をすることが可能である。 

しかし、法施行に伴い令和４年４月以降に児童生徒性暴力等を行ったことにより特定免許状失効者

等となった者に教育職員免許状の再授与をする場合は、再授与審査会の意見を踏まえ授与の可否を判

断するものとされた。 

 

（設置及び運営） 

・再授与審査会は、都道府県教育委員会において設置する（法第２３条）。 

・省令に定めるもののほか、審査会の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府県教育委員会規則で

定める（法施行規則第６条）。 

 

（施行日） 

 ・教育職員免許状失効後３年が経過すると教育職員免許状の再授与が可能となること及び、法の施行 

 日から３年経過した日が、令和７年４月１日であることから、同日までに再授与審査会規則を施行

する必要がある。 

 

※教育職員免許状の失効と取上げの処分について 

 失効は、懲戒免職処分をする者と免許管理者が同一である場合、免許状の効力を即座に無くすこと

ができるため失効という。（※公立学校の教諭等が該当） 

取上げは、懲戒解雇処分をする者と免許管理者が異なる場合、即座に免許状の効力をなくすことは

できず、免許管理者が聴聞等の手続をとった後、免許状を返納するため取上げという。（※主に私学

教員等が該当） 

 

４ 再授与審査会の組織と運営について 

再授与審査会の組織及び運営については、以下のとおり。 

〇組織に関すること 

委   員 内   容 国 県 

人   数 ５人以内  ○ 
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構   成 ・医療、心理、福祉、法律に関する専門的な知識及び経験を有する者 

・教育委員会が適当と認める者 

 ○ 

任 命 権 者 教育委員会が任命 ○  

任 期 ２年（再任可） ○  

守 秘 義 務 委員の守秘義務の遵守  ○ 

  

〇運営に関すること 

審 査 会 内  容 国 県 

代 表 者 会長（委員の互選により選任） ○  

招 集 者 会長  ○ 

定 足 数 委員の過半数の出席 ○  

議決の方法 ・再授与可：原則として出席委員の全員一致、一致しない場合は出席委員の

過半数の同意 

・上記以外：出席委員の過半数の同意、可否同数の場合は会長が決定 

 

○ 

 

利害関係を有

する委員の取

扱い 

議事について利害関係を有する委員は、当該議事への参加不可。  ○ 

会議の公開 非公開  ○ 

委員以外の者 委員以外の者の出席、意見聴取可  ○ 

会 の 庶 務 教育人事課  ○ 

会長への委任 規則に定めるもののほかは、会長が審査会に諮って定める。  ○ 

 

５ 再授与の判断基準について 

 再授与を行うためには、少なくとも児童生徒性暴力等を再び行わないことの高度の蓋然性が必要で

ある。児童生徒性暴力等を再び行う蓋然性が少しでも認められる場合は基本的に再授与を行わないこ

とが適当であり、授与権者は、このような考え方の下、自らの権限及び責任において、十分に慎重に

判断する必要がある 。 

 

６ その他 

  令和４年４月以降の県内の特定免許状失効者等 １０名  
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